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標準化に よ る先進 s の共生型経済成長モデル 
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の 在留女 は 、 世界経済の成長に 大きな意味を 持って 

などの標準化団体を 通じた公的な 標準 ィヒ @ ま 技をだ 翅コ 
オープン化を 導き、 このことが新規参入を 誘発して、 製品の 
低価格化を加速させていく。 製品価格が安くなることで、 消 

費者の購買意 ゆ c が喚起され、 その市場は拡大していく。 拡大 
した市場で、 参入企業はさらなる 事業展開と利益獲得機会を 
得ることになる。 つまり、 国際標準の確立によって。 技術の 

普及。 移転、 新規参入誘発。 製品の 
イクルが動き 出立。 
このザイクルの 包点 にあ る主体は、 接待 滞 開発に経営資源を 
投入し。 標準化を主導する 先進国企業であ る。 それら企業の 

よってオーブンになり、 誰も 
を利用して、 韓国、 台湾など 

中国の企業 ( 以下、 新興国企業と 呼ぶ ) が参入し、 低コスト 
を武器に先進国企業を 圧倒する。 
そのような新興国企業の 台頭を見ると、 標準化の播 弩竺は 、 

先進国企業にとっては 石 守りであ るかのように 映る。 しかしな 

がら。 基幹部品。 材料 ヤ 生産設備の流通にまで 視点を拡大し 
てみると、 この 領ぬ 襄では先進国企業が 圧倒的に市場を 支配し 

ているケースが 多し、 つまり、 新興国が完成品での 市場拡大 

の役割を担い、 先進国が基幹部品。 材料や生産設備の 供給源 
を果たすという 棲み分け分業；、 逝 産立している。 
互いが棲み分けしながら 共生している。 言い換えると、 新 

興国企業にとっては、 先進国企業からの 設備や部材供給。 あ 
るい は 協力関係が事業 糸断轍 ことって不可欠であ る。 先進国企 

業 にとっても、 低コスト生産で㍉ 憂 随浬をもつ新興国で 自ら完 
成品を生産したり、 新興国企業に 部品や材料を 大量に販売し 
たり、 あ るいは新興国企業とアライアンスを 形成することが 
大きな意味を 持っている。 このように、 標準 i ヒ @ ま 先進国と新 
興国の相互依存関係を 強め、 グローバル経済の 発展とともに 

互いの経済成長に 貢献するよ 刃 こなっている " こうした関係 

を、 本報告でほ共生型経済成長モデルと 位置づける。 

本報告は、 こうした国際 標 翌日 ; もたらす先進国企業と 新 
興国企業との 間の分業関係が 形 @ 。 発展するプロセスと 経済 

成長について 分析する。 まず、 製品アーキテクチャの 分析フ 
レームワークを 利用して、 この種の分業関係が 成立する背景 

を 説明する。 次に 、 と 携帯電話で、 どのような分業が 
成立し。 それ，がどのようなビジネスモデルを 生み出している 

か @ こついて考察する " さらに、 この種の棲み 分け分業が 、 経 

済 成長に与える 効果について 示す。 近年のアジア 域内の貿易 

構造を読み解き。 の 相互依存関係を 
加速度的に深め。 きくして ノへく 可能 

性を素描する " 最後に、 新興国のキャッチアップモデルの 変 

他 こついて言及して 結びとする。 

轡 
製品 ア一 とは " あ る機能を雙する 

のような 物 素を 。 どのようにつなぎ 合 

に弩す る設計思想であ る " あ る 工つ 能 蓮見 @ こネ夏 @ の構成 
要素が強い相互依存関係によって 結 ている場合を 、 擦り 
合わせ型と l,@ う 。 例えば。 自動車の乗り 心地と L 、 う 機能の実 

現には、 ボヂィ 。 エンジン、 サスペンションの 各部品が相互 

に 調整 ' さ る 必要があ る。 他方で。 2 つの 磯 

能 ； ; きる 虫 て 実現され。 構成要素間の 相互依 
存関係が弱い 場合を。 モジュラ一型という。 モジュラ一型の 

典型がパソコン。 システムであ り、 モニタⅠキーボード。 

素を標準インターフェイ ス で組み合 

できる。 このように。 製品アーキテクチャ 

は 、 擦り合わせ型 と モジュラ一型のふたつのタイプがあ る。 

あ る製品のアーキテクチャを 考える場合には、 その 
階層的な構造をもったシステムを 形成していることを 
ておく必要があ る。 製品を階層別に 分析してみると、 階層に 
よって製品アーキテクチャが 異なる場合があ る。 同じ製品で 
も完成品レベルはモジュラ 一型であ るが。 それを構成する 部 

品は擦り合わせ 型であ ることがあ る。 例えば、 パソコンは モ 

、 ジュラ一型製品であ るが、 その中に使われている 

自身 @ 擦り合わ 迂 型の部品であ る。 モジュラ 目ヒ ； ; 進んだと 
しても、 システム内の 全ての構成要素がモジュラ ー 化すると 

は限らない。 
標準 佗 の 際こは 。 製品設計 清報 が形エ敗 酎ヒ され、 構成要素 

間のインターフェイ ス が固定化される。 それに従って 各構成 

要素を組み合わせれば、 製品機能の再現が 可能になる " つま 

り、 標準せぬ こ よって製品アーキテクチャはモジュラ 一型にな 

る " また。 国際標準のような 公的な標準化は 設 言十 情報のオー 

プン化を必然とするため、 誰でもアクセス 可能な環境が 生ま 
れる。 この，情報を 使って、 多様な企業が 参入を試みる。 
ただし。 標 " 準 化されても、 通常はあ るレイヤ一の 製品シス 

テム 力湘票 " 準 化されるだけであ る。 その製品システムの 下位を 

構成する要素までモジュラ ー 化されるわけではなし㌔ 同じ部 

品 でも。 上位で定められたインターフェイ ス を守っていれば、 

多様な部品構造； ま 許容される。 そのような擦り 合わせ型部品 
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の 設計。 生産にけ。 一般的に。 豊富な技術蓄積と 高 い 製品開 
発。 設計能力が必要とされ、 参入は容易ではない。 

製品であ る。 製品化した 

れ 。 その，清韓力松開きれた。 これにより " 韓国。 申国 、 台湾 

業を圧倒し㌔ D Ⅴ コプ 

企業が世界生産の 桁 冤を 担 うよ 刃こなった 

どころが " 標違 化では基幹部品であ る 光 ピックアップ や チ 
ップセットの 技術 はき 報は公開されでいな れ r- れら部品は擦 

り 合わせ型のアーキテタチャを 持っている。 瑛つ プレーヤ 

一ギ テ タチャ は、 モジ   
基幹部品であ る 光 ピックアップやチップセット @ ま 日本及び 

欧州企業の競争力が 高く " 新興・風合業は 先進国企業から 購入 

しなければ。 製品を組み立てることができない。 
の 光 ビックアップでは。 日本企業が世界シェアの 

握っている 臼 えば、 三洋電機や日立メディア。 ェ レクト ね 

ニクス 几 こうした動向け、 D だ @ 、 ナ でなく C か 

C め - ドライブでも 同じであ る " 

インターフェイ ス が固定化されており。 また機能再現上、 

重要な技術 清報 はすべてチップセットとファームウェアが 抽 - 

ぅ よ う になっている。 その結果、 光ピックア 

ッⅣファームウェアが 提供されれば。 容易に 

み立てることができる 環境が生まれている。 

次に " 携帯電き調結使の 場合を述べていこ う 。 現在、 携帯電 
欧州の標準化団体であ る 
タル携帯電話の 通信 

採用する中国の 状況を見 
ていこ う 。 

ほ中国であ る。 中国で生産 き 

世界の 37. ぇ % 。 他界におけ 

そのうち中国での 生産台数は 

ヤ一と 類似した状況であ ケ しかし。 D も 祖 と異なるのは、 
中国生産の約半数と、 中国からの輸出のほとんどすべてを 有 
力社外資系企業が 支配し続けており、 世界市場における 中国 

企業の役割は 限定的であ るという点であ る。 
中国南場も成長を 続け。 近年の市場規模は 5 千～ 6 千万台 
にまで拡大している。 中国の 

を主導したノキア、 モ ㌃ 口 一フ 

を形成し、 その後の 国 企業の参入 ゑ勤ロ とともに。 携帯普及 
率は高まっていった。 

携帯端末 は モジュラ ー 化のきっかけを 与え 

ほとんどがチップセットで 構成きれる 辞 C お 

に集約きれはじめ㌔ 携帯モ嚢 肘隷憲 ま日本でぽすり 合せ型製 

品の特陸を持って b 、 るのだが、 卒園企業の多くは、 標準プラ 

ット。 ホーム と 採用しており。 アプリケーショシソフト。 外 

デザインだけを 変更すれば製 繍ヒ できるよ 引 こなっており。 

端末は極めてモジュラ 一型のアーキテクチャ 特性 力 漱ひ。 。 ま 
た " 中国にぼ設計専業企業 ( 以下。 デザインハウスと 呼ぶ ) 

が存在し、 多くの端末メーカ 一の製品設計を 受託している ( 丸 

を参照 ) 。 

汚 " こうした卒園企業の 参入があ っても、 中国 

携帯な 翔軒 市場のシェアを 見てみると。 標準化をリードしたノ 

キアとモトローうがトップシェアを 争っている状況が 続いて 

" よるライセンス 制度 

までシェアを 伸ばし 

そのシェアは 下降し、 
，ただし。 現在でも 申 

程度のシェア け 維持している ， 鮮 日経産業新 

月 毬日 )" 
さらに、 中国からの輸出はノキア、 モトローうなど 外資系 
企業がそのほとんどであ り、 多くの中国企業ブランドの 性向   との非常こ大きな 

に は 。 ノキア やモ ドローうなど。 

し 、 基本特許を抑えている 欧米企業の巧み 

ノキアやモト 冨一うぼ 、 自らの中国市場 

実現する見返りに、 中国国内販売に 限ってロイヤ 

リティ支払いを 免除むねそのため。 卒園企業は標、 準化の利 
益 をいわば無償で 享受することができた。 しかし、 中国企業 
が輸出しょうとすると 免除されているロイヤリディ (&0 辣程 
桶力 浅深せられてくるため。 必ずしも コス ㌃競争力をもたない ， 

実際、 中国での生産を 実 鬨こ 担っ 
ンや フレクストロニタス、 台湾企業など 

多くの中国全葉も。 ノキア、 モトロー 
を 委託している。 そのため。 実際の 
考え ろえて 、 、 海外でのロイヤリティ 

                          各国通信市場で 

などの問題があ る。 欧米の 

レーヤ一のような 事業展開 は 難しい。 そのため。 中国企業 は 
曲こ おかざるをえない 状況が続いている。 

このような状況から、 ノキア、 モトローうが 標準化を使っ 
て 構築した完成品ビジネスのあ りよ う が浮かび上がってくる。 

中国企業の参入によって 、 規格を中国内で 普及させる 
ことができる " こ れこ よって 、 自らの完成品販売の 売り口を 
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作る。 その一方で、 標準に込められた 知 財こ よって中国企業 
の世界進出を 押さえながら。 世界市場と中国内需に 対して 

先進国が自ら 主導した標準化を 使って 
での完成品ビジネス 

たので は ない ヵ 、 と推察さぬ る 。 

また。 こうした完成品ビジネスと 同時に、 先進国は部品供 
給で標準化か㌦ 軋 恵を得ている。 先に述べたプラット フ オー 

ムを構成するべースバンドチップやアプリケーションⅠを 
供給するのは 先進国企業であ る。 例えば、 べースバンドチ ッ 

持っている 0 

さ 8@ こ 、 中園の ヂ ザインハウスが 行 う 実際の設計では、 先 

進国企業から 提供されたチップ。 回路設計のリファレンスが 

基盤となる。 多くの技術 清報が Ⅰメーカ一によってカプセ 
ル化された状態で 提 洪 される。 このため。 中国企業は技術蓄 
積 が全くなくとも、 けであ る " 端末 

市場が拡大したこと 品 であ るべ ー ス 

バンドチップ や 、 プラットフォームを 大量に提供するインフ 

うを得たわげであ る， 

欧州主導 規格が中国で 普及したことによって ， 罷恵 

を 受けた 日 あ る。 例えば、 携帯 端ラ 練に使用される 高 
品 (W え @ ま航制鱗 モジュール な ㈹ は 

べースバンドチップなどを 周辺で支えるアナロバ 技術で。 プ 

ラット フ オーム構築に 欠かせない ヂ，軽ス であ る " この高扇 

渡部品で す 京セラなどの 日本企業のシニア 泣きわ 

めて高い を 参照 ) 。 これら携帯端末用デバイス 

は。 擦り合わせ型アーキテクチャを 持つており。 新興国企業 
は容易に参入できなり 薄葉領域であ る。 

帯 端末の標準化の 事例を検討してき 

は。 完成品市場における 標準化後の 
国企業の事業展開や 競争力 
をリードした 先進国企業の 
の役割。 各国市場の規制などの 違いが反映された 結果であ る。 
ノキア、 モトローラは 巧みにブランド 主体と生産主体を 切り 

製品での日本企 繋 こはなかった 標準化の 
いると 言 引両できるだろう。 しかしながら。 

先進国が標準 ィヒ @ こ よって新興国企業の 参入を誘発し、 市場拡 
大 をもたらしたという 点では、 共通している。 新規参入者は。 
では生産主体とブランド 主体が同一企業であ り、 携帯 

端末では設計主体がデザインハウス、 生産主体が 

ブランド主体が 中国企業であ った，これら 

一型製品を設 する。 他方、 このようなモジュラ 一型 

製品に擦り合 品を供給するのは、 先進国企業であ る。 
つまり、 先進国から新興国に 標準化によって 技術移転が進む 
-- 方 、 擦り合わせ型の 基幹部品では 新興国は参入できておら 

ず 、 先進国が世界をリードする 状況となってい 

こうした関係を。 製品アーキテクチャの 視点 すると、 

末 でも。 先進国が擦り 合 
ればするほど。 当該部品。 モジュールのアーキテクチャは 擦 
り合わせ型の 特注を強めていき、 このことが五位 

構成要素のアーキテクチャをモジュラ ー   化させて L 、 く 。 こう 

して。 さらに先進国には 基幹部品。 モジュー ノ M さ 残り。 モジ 
ニ ラ一階窪の設計。 生産は新興国に 移転していく。 

あ り。 さらにその先 

あ る。 つまり、 日本 
力 " ら 韓国。 台湾にモノが 涜 ね。 さら @ こそれが加 

に流れていくという、 製造 加 五車 鎖 があ ることが 

中国か 引ま 、 欧州やアメリカに 製品が輸出され 

を挙げれば。 韓国。 台湾の液晶産業けき 蝿尤 長の背後に。 日本 
ぬ " ら 液晶パネ 几苓襄造 装置と部品。 材料の輸 拙済干 われ、 それ 

ら 産業を支えている 構造となっている。 

先口述べた標準化の 世界で見られた 光 ピックアソ プや べー 
スバンドチップの 先進国から新興国への 供給； ; 、 特殊な事例 

でないことを、 このことから 読み取ってほし L 、 このよ 引 こ 

視野 目 l@ に広げて考察すると。 先進国、 新興国が共生し、 
棲み分けによる 協業関係をあ ることがわかってくる。 この 棲 
み 分けと相互依存関係を。 我々は共生型経済成長モデル と名 ， 

付ける " 図工の貿易構造の は 、 日本から部品。 

材料が韓国。 台湾、 申 国 @ こ こで川下製品が 生産 
されるという、 共生型経済成長モ ヂル のあ りよ う を示してい 
るともいえるわけであ る。 

直比率 

20 倍 

こ おける村方輔弼 面ま 新興国が。 日本 
直を得る構図となっている ， 確洲こ、 
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の事例から見られるように、 一見、 モジュライヒ は先 
ことって凶器となりうる 感が強いがこのよ 引こ。 モジュ 

ラ一型製品の 市場拡大を新興国が 担い、 そこに先進国力 

合わせ型部品を 傍聯合する相互依存関係が 生まれ、 互い； 
利得を得ることができている。 
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帯場 鍵穴 

後発国の経 
行 形態論」 や ] の「プロダクト。 ライフ ザイ 

クノ 巧蛙翔が 主張するように、 先進国を追いかけるよ 引 こし 

て技術力を蓄積し、 生産が立ち上がってくると 言われている。 
しかしながら。 製品アーキテクチャのモジュラ 日囹 ; 。 新興 

国のギヤ ソ チアップを加速させる 実態が顕在化している。 図 

4 は、 従来型のキャッチアップ と モジュラ ー 化現点を取り 入 

れ たキ ヤ ソチアップのスピードを 比較したものであ る。 

モジュラ一々 日妥笈発 国のキャッチアップ @ こついても重要な 

影響を与えている 一方、 その波及効果は 先進国にとっても 大 
きな意味を持っていることを、 我々は 
LCD を事例に論じてき 乱製品ア一 

ィ巳 ； ; 。 先進国と新興国の 共生型経済成長モデルを 成立させて 

いるのだが、 この成立を加速させるのが。 国際標準の確立で 

あ る。 
先進国が普及を 目指し技術規格を 標準化することで、 製品 
は モジュラ ー 化する " その結果、 はこよ 

る市場拡大のスピード は 増し、 標準化した製品だけでなく 部 
品。 材料などバリューチェーン 全体の成長； ; 加速度的に早ま 

る。 モジュラ ー 化が共生型経済成長の 

先進国にとって 自らが投じた 研究開発費等。 投入した経営資 
源の回収を目指すためには、 技術普及及び 市場拡大が不可欠 
であ り、 その有効手段が 標 " 準 化に他ならない ， 

確かに。 標準化がもたらすモジュラ ー 化によって先進国の 

シェアが圧迫されるとの 指摘もあ る " しかしながら、 各国経 

済のグロー ノや堵蚤済 体制への統合が 進展している 現在におい 

て、 技を荷 ま匡 歩を各国。 世界経済成長への 貢献へと繋げること 

  

0 モジュラ ー化 
キャッチアップ 期間の短縮 

0 先進国からの 数佛の供給 部品   材料。 製造 

国際標準の確立は、 先進国と新興国の 相互依存関係を 力 田奉 
度 的に深めていき、 アジア域内全体の 経済利益を大きくして 
いく可能性を 秘めており、 先進国が自らの 比較優位。 
位をさ 勧こ帝紺守 発展させていくことに 役立つだろう " 

先進国から考えるモジュラ ー 化のマイナス 効果を克服する 

@ こは 。 例えば新興国企業と 提携による協業関係を 軸にした ビ 

、 ジネス。 モデルを構築するなど、 事 における新たな オ 
プションを考えることも、 必要であ る。 携帯き 能紋の ノキアが 
格好の事例であ る。 こうした協業関係も。 共生型経済成長 モ 
テ ルの枠組みと 考える できる。 共生西野径 済 成長を念頭 
に 、 国際標準をいかに に 活用する ヵ が。 モジュラ ー化 

の進む事業分野における 今後の日本企業のプレゼンスを 大き 

く左右する 荻鰻斬 になるだろう。 
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